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                このように変わります 

更新可なら、 

次の認定期間（5年）へ 
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更新審査対象期間（5年間） 更新審査では、以下の2要件を審査 

① 知識要件 （継続教育の受講状況） 

② 倫理行動要件 
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格の継続が可能でした。 
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制度変更により、 

更新審査では倫理行動要件のみを審査 

＊継続教育の受講状況（警告回数による判断）とは切り離

されました。 

認定期間 

 （認定又は更新から次の更新までの5年間） 

倫理行動モニタリング、ピアレビュー等 

変更前 

変更後 〈更新審査〉 

次の受講管理期間（5年間） 

１年度目 2年度目 3年度目 4年度目 5年度目 
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翌年度末までに60Pを取得すれば、 

２回目の警告は取り消される。 
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ケース １ 

ケース １’ 

ケース ２ 

ケース ３ 

ただし、 

受講管理期間の５年度目に受けた２回目の警告を取り消

すためには次の受講管理期間の１年度目に60ポイント

の取得が必要です。新たな受講管理期間が始まっていて

も、前年度に受けた2回目の警告を取り消すことが必要

です。 

 

＊５年間の警告回数は資格更新とは関連しないため、

「ケース１、２」と同様のケースになります。 
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継続教育の受講が管理される５年間（受講管理期間）で警告数は累積でカ

ウントされます。この期間は認定又は更新を受けた年度から5年間となり

ます。 

変更のポイント ・・・ 

変更後 〈継続教育の受講〉 

継続教育の受講は、更新審査とは関係なく管理され

ます。但し、２回目の警告を受けた翌年度末までに

60ポイントを取得できなければ資格を喪失すること

になります（制度変更前は次の資格の更新まで任意

に資格を継続することが可能でした）。 

翌年度末に資格は喪失 

30P 
警告 

なし 

15P 
警告 

1回目 

0 P 
警告 

2回目 

30P 
警告 

なし 

30P 
警告 

なし 

１つの受講管理期間のうちに2回目の警告を受けた場合には、 

その翌年度末に資格は喪失します。 

翌年度末までに60Pを取得すれば、２度目の警告は取り消され、資

格を継続することができます。  

その後、再び警告を受けずに次の受講管理期間（５年間）に移ると、 

累積でカウントされていた警告数は「０」に戻ります。 

２回目の警告の取り消しができたもの

の、同一の受講管理期間（５年間）の

うちに再び警告（実質３回目）を受け

た場合、その年度末に資格は喪失しま

す。 

変更のポイント ・・・  

変更のポイント ・・・ 

今までどおり、更新申請の手続きは必要です。更新申請により、資格継

続の意思表示と5年ごとに欠格事由に該当していないか確認をしています。 
 

①更新審査の要件変更について 

②警告の取り扱いと資格喪失について 

２回目の警告を取り消すことができるのは、 

１つの受講管理期間のうちに１回限り 
 

受講管理期間の５年度目に受けた２回目の

警告を取り消すためには次の受講管理期

間の１年度目に60ポイントを取得  

１つの受講管理期間のうちに２回目の警告を受け

ると、原則として翌年度末に資格は喪失 
 


